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○社会福祉法 抜粋 

 

第二章 地方社会福祉審議会 

 

（地方社会福祉審議会）  

第七条  社会福祉に関する事項（児童福祉及び精神障害者福祉に関する事項を除く。）を

調査審議するため、都道府県並びに地方自治法 （昭和二十二年法律第六十七号）第二百

五十二条の十九第一項 の指定都市（以下「指定都市」という。）及び同法第二百五十二

条の二十二第一項 の中核市（以下「中核市」という。）に社会福祉に関する審議会その

他の合議制の機関（以下「地方社会福祉審議会」という。）を置くものとする。  

２  地方社会福祉審議会は、都道府県知事又は指定都市若しくは中核市の長の監督に属し、

その諮問に答え、又は関係行政庁に意見を具申するものとする。  

（委員）  

第八条  地方社会福祉審議会の委員は、都道府県又は指定都市若しくは中核市の議会の議

員、社会福祉事業に従事する者及び学識経験のある者のうちから、都道府県知事又は指

定都市若しくは中核市の長が任命する。  

（臨時委員）  

第九条  特別の事項を調査審議するため必要があるときは、地方社会福祉審議会に臨時委

員を置くことができる。  

２  地方社会福祉審議会の臨時委員は、都道府県又は指定都市若しくは中核市の議会の議

員、社会福祉事業に従事する者及び学識経験のある者のうちから、都道府県知事又は指

定都市若しくは中核市の長が任命する。  

（委員長）  

第十条  地方社会福祉審議会に委員の互選による委員長一人を置く。委員長は、会務を総

理する。  

（専門分科会）  

第十一条  地方社会福祉審議会に、民生委員の適否の審査に関する事項を調査審議するた

め、民生委員審査専門分科会を、身体障害者の福祉に関する事項を調査審議するため、

身体障害者福祉専門分科会を置く。  

２  地方社会福祉審議会は、前項の事項以外の事項を調査審議するため、必要に応じ、老

人福祉専門分科会その他の専門分科会を置くことができる。  

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%92%6e%95%fb%8e%a9%8e%a1%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%91%e6%93%f1%95%53%8c%dc%8f%5c%93%f1%8f%f0%82%cc%8f%5c%8b%e3%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000025201900000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000025201900000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000025201900000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%91%e6%93%f1%95%53%8c%dc%8f%5c%93%f1%8f%f0%82%cc%8f%5c%8b%e3%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000025201900000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000025201900000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000025201900000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%93%af%96%40%91%e6%93%f1%95%53%8c%dc%8f%5c%93%f1%8f%f0%82%cc%93%f1%8f%5c%93%f1%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000025202200000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000025202200000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000025202200000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%98%5a%8e%b5&REF_NAME=%93%af%96%40%91%e6%93%f1%95%53%8c%dc%8f%5c%93%f1%8f%f0%82%cc%93%f1%8f%5c%93%f1%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000025202200000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000025202200000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000025202200000001000000000000000000
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（地方社会福祉審議会に関する特例）  

第十二条  第七条第一項の規定にかかわらず、都道府県又は指定都市若しくは中核市は、

条例で定めるところにより、地方社会福祉審議会に児童福祉及び精神障害者福祉に関す

る事項を調査審議させることができる。 

２  前項の規定により地方社会福祉審議会に児童福祉に関する事項を調査審議させる場

合においては、前条第一項中「置く」とあるのは、「、児童福祉に関する事項を調査審

議するため、児童福祉専門分科会を置く」とする。  

（政令への委任）  

第十三条  この法律で定めるもののほか、地方社会福祉審議会に関し必要な事項は、政令

で定める。  



3 

 

○社会福祉法施行令 抜粋 

 

（民生委員審査専門分科会）  

第二条  民生委員審査専門分科会に属すべき委員は、当該都道府県又は指定都市若しくは

中核市の議会の議員の選挙権を有する地方社会福祉審議会（法第七条第一項に規定する

地方社会福祉審議会をいう。以下同じ。）の委員のうちから、委員長が指名する。  

２  民生委員審査専門分科会に属する委員がその職務上の地位を政党又は政治的目的の

ために利用した場合は、当該委員について、委員長は、前項の規定による指名を取り消

すことができる。  

３  民生委員審査専門分科会の決議は、これをもつて地方社会福祉審議会の決議とする。  

（審査部会）  

第三条  地方社会福祉審議会は、身体障害者の障害程度の審査に関する調査審議のため、

身体障害者福祉専門分科会に審査部会を設けるものとする。  

２  審査部会に属すべき委員及び臨時委員は、身体障害者福祉専門分科会に属する医師た

る委員及び臨時委員のうちから、委員長が指名する。  

３  地方社会福祉審議会は、身体障害者の障害程度に関して諮問を受けたときは、審査部

会の決議をもつて地方社会福祉審議会の決議とすることができる。  

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%8e%6c%8c%dc&REF_NAME=%96%40%91%e6%8e%b5%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000700000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000700000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000700000000001000000000000000000


4 

 

○東京都社会福祉審議会条例 

平成一二年三月三一日 

条例第三二号 

東京都社会福祉審議会条例を公布する。 

東京都社会福祉審議会条例 

 

（設置） 

第一条 社会福祉に関する事項（児童福祉及び精神障害者福祉に関する事項を除く。）を調

査審議するため、知事の附属機関として、東京都社会福祉審議会（以下「審議会」という。）

を置く。 

２ 審議会は、社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）第七条第一項の規定に基づく

社会福祉に関する審議会その他の合議制の機関とする。 

（平一二条例一八一・平一三条例八七・一部改正） 

 

（委任） 

第二条 この条例に定めるもののほか、審議会に関し必要な事項は、東京都規則で定める。 

 

附 則 

１ この条例は、平成十二年四月一日から施行する。 

２ この条例の施行前に社会福祉事業法第六条第二項の規定に基づき設置されていた東京

都社会福祉審議会は、この条例に基づく審議会となり、同一性をもって存続する。 

 

附 則（平成一二年条例第一八一号）抄 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

附 則（平成一三年条例第八七号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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○東京都社会福祉審議会条例施行規則 

平成一二年三月三一日 

規則第一〇八号 

東京都社会福祉審議会条例施行規則を公布する。 

東京都社会福祉審議会条例施行規則 

 

（委員の任期） 

第一条 東京都社会福祉審議会条例（平成十二年東京都条例第三十二号）第一条第一項に

規定する東京都社会福祉審議会（以下「審議会」という。）は、委員三十五人以内で組織

する。 

第一条の二 審議会の委員の任期は、三年とし、欠員を生じた場合の補欠の委員の任期は、

前任者の残任期間とする。ただし、再任を妨げない。 

 

（委員長の職務を行う委員） 

第二条 審議会の委員長に事故があるときは、あらかじめ委員長の指名する委員が、その

職務を行う。 

 

（招集） 

第三条 審議会は、委員長が招集する。 

２ 委員長は、総数の四分の一以上の委員が審議すべき事項を示して招集を請求したとき

は、審議会を招集しなければならない。 

 

（定足数及び表決数） 

第四条 審議会は、委員の過半数の出席がなければ、議事を開き、議決を行うことができ

ない。 

２ 審議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決する

ところによる。 

３ 臨時委員は、当該特別の事項について議事を開き、議決を行う場合には、前二項の規

定の適用については、委員とみなす。 

 

（専門分科会） 
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第五条 専門分科会（民生委員審査専門分科会を除く。以下この条において同じ。）に属す

べき委員及び臨時委員は、委員長が指名する。 

２ 審議会の各専門分科会に専門分科会長を置き、その専門分科会に属する委員及び臨時

委員の互選によってこれを定める。 

３ 専門分科会長は、その専門分科会の事務を掌理する。 

４ 専門分科会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員又は臨時委員が、そ

の職務を行う。 

 

（民生委員審査専門分科会） 

第六条 民生委員審査専門部会は、社会福祉法施行令（昭和三十三年政令第百八十五号）

第二条第一項の規定により委員長が指名する委員十人以内で組織する。ただし、東京都議

会の議員のうちから指名する委員の数は、三人以内とする。 

２ 前条第二項の規定は、民生委員審査専門分科会について準用する。この場合において、

同項中「委員及び臨時委員」とあるのは、「委員」と読み替えるものとする。 

３ 前項において準用する前条第二項の規定により民生委員審査専門分科会に置かれる専

門分科会長については、前条第三項及び第四項の規定を準用する。この場合において、

同項中「委員又は臨時委員」とあるのは、「委員」と読み替えるものとする。 

 

（委任） 

第七条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、審議会が定め

る。 

 

附 則 

この規則は、平成十二年四月一日から施行する。 

   附 則 

この規則は、平成二十五年十一月一日から施行する。 
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○東京都社会福祉審議会規程 

 

 

昭 和 3 8 年 1 0 月 2 9 日 審 議 会 決 定 

昭和 45年 11月 16 日審議会決定により一部改正 

昭和 60 年 3 月 30 日審議会決定により一部改正  

昭和 60年 12月 26 日審議会決定により一部改正 

昭和 62 年 8 月 17 日審議会決定により一部改正  

平成 12 年 4 月 7 日審議会決定により一部改正 

平成 28 年 3 月 25 日審議会決定により一部改正  

 

（目 的） 

第１条 この規定は、東京都社会福祉審議会条例施行規則（平成 12年東京都規則第 108号。

以下「規則」という。）第７条の規定に基づき、東京都社会福祉審議会（以下「審議会」

という。）に関して、必要な事項を定めることを目的とする。 

（委員長、副委員長及び権限） 

第２条 審議会に委員の互選による委員長をおく。 

２ 委員長は会務を総理する。 

３ 委員長に事故があるときは、副委員長がその職務を行う。副委員長は、委員長があら

かじめ委員のうちから指名する。 

（会 議） 

第２条の２ 審議会の会議は、規則第３条及び第４条の規定による。 

２ 審議会は公開とする。 

３ 審議会の会議録等は、開示を原則とする。 

原則と異なる判断をする必要があるときは、審議会に諮るものとする。ただし、会議を

開催する時間的余裕がない場合は、委員長及び必要に応じて関係委員に諮るものとする。 

（専門分科会の設置） 

第３条 審議会に次の専門分科会（以下「分科会」という。）をおく。 

  １ 民生委員審査分科会 

  ２ 身体障害者福祉分科会 

２ 審議会は、前項の事項以外の事項を調査審査するため、必要に応じその他の分科会を
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おくことができる。 

（分科会長、副分科会長及び権限） 

第４条 分科会に、その分科会に属する委員及び臨時委員の互選による分科会長をおく。 

２ 分科会長は、その分科会の事務を掌理する。 

３ 分科会長に事故があるときは、副分科会長がその職務を行う。副分科会長は、分科会

長がその分科会に属する委員及び臨時委員のうちから、あらかじめ指名する。 

 

（分科会の議事） 

第５条 審議会は、民生委員法（昭和 23年法律第 198号）第５条第２項及び第７条に定め

る意見を求められたとき並びに同法第 11 条第２項に定める同意を求められたときは、民

生委員審査分科会の決定をもって、審議会の決定とすることができる。また、身体障害者

福祉法（昭和 24年法律第 283号）第 15条第２項、身体障害者福祉法施行令（昭和 25年

政令第 78 号）第３条第３項又は指定自立支援医療機関の指定等に関する規則（平成 18

年東京都規則第 33号）第７条に定める意見を求められたときは、身体障害者福祉分科会

の決定をもって、審議会の決定とすることができる。 

２ 分科会の招集、議事の定足数及び表決数については、規則第３条及び第４条の規定を

準用する。 

３ 分科会は、原則として公開とする。ただし、民生委員審査分科会及び身体障害者福祉

分科会は非公開とする。 

（審査部会） 

第６条 審査部会（以下「部会」という。）に、部会に属する委員及び臨時委員の互選によ

る部会長をおく。 

２ 部会長は、部会の事務を掌理し、部会の審議の経過及び結果を身体障害者福祉分科会

に報告するものとする。 

３ 部会長に事故があるときは、副部会長がその職務を行う。副部会長は、部会長が部会

に属する委員及び臨時委員のうちから、あらかじめ指名する。 

（部会の議事） 

第７条 審議会は、身体障害者の障害程度に関する諮問を受けたときは、審査部会の決議

をもって審議会の決議とする。 

２ 部会の招集、議事の定足数及び表決数については、規則第３条及び第４条の規定を準

用する。 
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（報 告） 

第８条 分科会長は、分科会に付託された事項について審議を終了したときは、その結果

について審議会の委員長に報告するものとする。 

（幹事及び書記） 

第９条 審議会に幹事及び書記若干名をおく。 

２ 幹事及び書記は、東京都職員のうちから知事が命ずる。 

３ 幹事は、委員長、分科会長及び部会長の命を受け事務を処理する。 

４ 書記は、上司の命を受け事務に従事する。 

（委 任） 

第10条 この規定の施行について必要な事項は、委員長が定める。 

   附   則 

 この規程は、平成 12年４月１日から適用する。 

 附   則 

 この規程は、決定の日から施行する。 


